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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第１四半期連結累計期間（平成 26年４月１日～平成 26年６月 30日）におけるわが国経済は、

政府による経済・金融政策等の効果により、緩やかながら景気回復の基調が続きました。しかしな

がら、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動など先行きの不透明な状況となりました。 

当企業集団を取り巻く環境は、外食産業では、個人消費に回復の兆しが見られ、ファミリーレス

トラン業態の売上、客数がともに前年を上回るなど外食需要は堅調に推移しました。また、流通産

業では、雇用情勢や所得環境の改善から個人消費に回復の兆しがみられるものの、消費税率引き上

げによる反動や、コンビニエンスストアとスーパーマーケット・ドラッグストア・中食・外食との

業種を超えた競合は激しく、引き続き厳しい状況が続きました。 

冷凍冷蔵庫販売では、消費税率引き上げによる駆け込み需要の反動により、汎用業務用冷蔵庫販

売は厳しい滑り出しとなったものの、６月以降は売上が回復してまいりました。また、コンビニベ

ンダー向けにクレンリネス性能を高めたタンク式トンネルフリーザーの売上が伸びるとともに、パ

ンの冷凍生地を保管から解凍、発酵までを１台で行うドゥコンディショナーや病院、理化学業界向

けのメディカル機器の売上が増加いたしました。さらに、調理直後のパック済み食品をそのまま急

速冷却し、安全性・作業効率を高める冷水チラーを新たに発売いたしました。 

冷凍冷蔵ショーケース販売では、電気料金の値上げ等から引き続きスーパーマーケットの省エネ

意識は高く、省エネ対応ショーケースの売上が増加いたしました。中でも、スーパーマーケット向

け新型冷凍リーチインショーケース SGCシリーズの大幅な省エネが支持され売上が伸びました。

また、インバーター制御のアイランドショーケース IMCシリーズやコンパクトドリンクケース

METシリーズのラインナップを拡充し、省エネ需要に対応した製品ラインナップを強化いたしま

した。さらに、インバーター制御で大幅な省エネを図り、庫内容量を大幅アップした冷凍機内蔵の

大型リーチインショーケースMGC シリーズを発売いたしました。 

サービス販売では、機能回復の駆け込み需要の反動から、４月、５月はメンテナンス需要が伸び

悩みましたが、６月以降は顧客増加に伴い売上が回復してまいりました。また、関西にサービスセ

ンターを設立し、メンテナンス体制の強化を図ってまいりました。 

設備工事では、小型プレハブ冷蔵庫の売上が伸びるとともに、食品スーパーの客先が増加し、シ

ョーケース関連の設備工事が増加いたしました。 

製造部門においては、滋賀工場では、省エネ製品のラインナップ拡充を図るとともに、需要増に

対応する生産能力増強投資を行い、下期稼動に向けて準備を進めてまいりました。また、岡山工場

では、増産に向けてライン改造および検査設備の増強を行うとともに、顧客の多様化に対応した特

定ユーザー向け製品の開発や省エネ製品の開発に注力いたしました。さらに、両工場では、利益確

保に向けて、FSP㈱彦根工場との集中購買や部品の共通化・原材料の見直しによるコスト低減を図

ってまいりました。 

  その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は142億３千７百万円（前年同四半期比6.4％増）、

営業利益は 13億１千万円（同 20.1％増）、経常利益は 13億５千６百万円（同 6.8％増）、四半

期純利益は８億６千５百万円（同 12.6％減）となりました。 
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

  当第１四半期連結会計期間末の総資産は、540億６千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ

１億６百万円減少しております。 

（流動資産） 

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は 395 億２千７百万円(前連結会計年度末

は 400 億６千４百万円)となり、５億３千７百万円減少しました。これは主として法人税等の納付

により現金及び預金が減少したことによるものです。 

（固定資産） 

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は 145 億３千５百万円(前連結会計年度末

は 141 億４百万円)となり、４億３千万円増加しました。これは主として投資その他の資産「その

他」に含まれる投資有価証券が増加したことによるものです。 

（流動負債） 

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は 214 億７千３百万円(前連結会計年度末

は 217 億６千万円)となり、２億８千７百万円減少しました。これは主として未払法人税等が減少

したことによるものです。 

（固定負債） 

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は 23 億８千５百万円(前連結会計年度末

は 27 億９千８百万円)となり、４億１千２百万円減少しました。これは主として役員退職慰労引当

金及び退職給付に係る負債が減少したことによるものです。 

（純資産） 

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は 302 億４百万円(前連結会計年度末は 296

億１千１百万円)となり、５億９千２百万円増加しました。これは主として四半期純利益の計上に

よるものです。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

  第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想に関しましては、平成 26 年５月９日公表の予

想数値の修正は行っておりません。 

 

２．サマリー情報（その他）に関する情報 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

  該当事項はございません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  該当事項はございません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職

給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から

給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業

員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支

払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 
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退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

って、当第１四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更

に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が 187,145 千円減少し、利益

剰余金が 119,772 千円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益

及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ 2,349 千円増加しております。 
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（３）継続企業の前提に関する注記 

  当第１四半期連結累計期間（自 平成 26年４月１日 至 平成 26年６月 30日） 

該当事項はありません。 

 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

  当第１四半期連結累計期間（自 平成 26年４月１日 至 平成 26年６月 30日） 

該当事項はありません。 

 

（５）連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更 

  当第１四半期連結累計期間（自 平成 26年４月１日 至 平成 26年６月 30日） 

   当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した福島工業(タイランド)株式会社を連結の範囲に含

めております。 

 

（６）追加情報 

厚生年金基金の特例解散について 

当社及び連結子会社である髙橋工業株式会社が加入する「西日本冷凍空調厚生年金基金」（総合型）

は、平成 25年９月18日開催の代議員会において特例解散の方針が決議され、平成 25年９月26日同

基金より正式に通知文を受理いたしました。 

同基金の解散に伴い損失の発生が見込まれますが、解散に伴う損失の金額につきましては、国への

返還額(最低責任準備金の額)の評価が定まっていないなど、現時点では不確定要素が多く、合理的な

見積り金額が算定できません。見積り金額が判明した時点で、損失計上をいたします。 

 

（７）重要な後発事象 

当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成 26年６月 30日） 

該当事項はありません。 

 

（８）その他 

   当社の第 63期有価証券報告書に記載いたしました通り、ホシザキ電機株式会社から特許侵害

による訴訟の提起を受けておりますが、権利の侵害がないことを確信しており、現在、その旨を

主張し、大阪地方裁判所にて係争中であります（損害賠償請求金額 195 百万円）。 
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